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地域におけるダイバーシティ推進に
求められる取り組み

〜自治体による指針策定等の動向をふまえて〜

2025年度
第１回多様性推進・ジェンダーギャップ対策検討委員会

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向

豊岡市多様性推進方針のポイント
• 基本理念：多様なちがい（ダイバーシティ）を理解し、公平・構成（エクイティ）に扱われ、

一体感を持って組織・社会に包摂(インクルージョン）されるまちづくり

取組の視点1
「ちがい」を理解・尊重

し、行動を変える

取組の視点2
不利益をなくし、公平･

公正をめざす

取組の視点3
誰もが包摂され、まち

に新たな力を生み出す



仙台市ダイバーシティ推進指針について

• 都市におけるダイバーシティ推進の重要性を
鑑み、２０２４年６月に委員会を設置して指針
策定を議論

• 委員会での議論とパブリックコメントを経て、
12月の第4回委員会で最終案素案を決定
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7 仙台市ダイバーシティ推進指針

「ちがい」に配慮のある
制度・サービスをつくる

なくてはならない
「ちがい」を守る

共生のまちづくりに向けて
「まだ誰か取り残されていないか？」と目を凝らす

「ちがい」から生まれる
多様な価値観や視点を
まちの力に変える

デジタルをはじめとしたさまざまな技術を活用する

 「チェック」

 「基盤」 「掛け合わせ」
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施策検討・実施の際の指針

仙台の歴史・文化・都市個性の尊重
▶ 日本初となる大学への女子学生入学や、官民による幅広い女子教育、留学生への門戸開放など、多
様な人材を受け入れ、学都の礎を築いてきました。全国に先駆けたバリアフリー※まちづくり、多様
な主体が担う防災・減災の取り組み等、本市には多様性を尊重する文化や、市民の主体的な行動力
が受け継がれています。こうした歴史や文化、市民協働※といった都市個性※を大切にし、ダイバー
シティまちづくりの推進力に変えていきます。

多様な主体の参画
▶ 多様な主体が参画し、さまざまな価値観や発想、視点が交わることで、新しい気づきやチャレンジ
が生まれ、施策の深まりや地域課題の解決にもつながります。「当事者が関わる」、「いろいろな場
所やテーマによる参加や議論の場を設ける」、「さまざまな機関や団体、事業者と連携する」などの
取り組みを積極的に検討・実施します。

地域への展開
▶ 調和のとれたダイバーシティまちづくりのためには、市民理解を深め、行動変容につなげていくこ
とが重要です。さまざまな機会を通じ、多様性に触れ、理解するための取り組みを推進します。
▶ 本市の取り組みの発信等により、市民活動や企業活動におけるダイバーシティ推進の機運を醸成
します。民間の発想やスピード感をダイバーシティまちづくりに生かすため、積極的な官民連携によ
り地域全体で進めていきます。
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基本的理念

取り組みの視点
　基本的理念を踏まえ、施策を検討・実施する際に考慮すべき視点として以下の4つを掲げ、共通する事
項として、デジタルをはじめとしたさまざまな技術の活用を位置づけます。

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向

（仮称）仙台市ダイバーシティ推進指針
（最終案素案）

令和６年１２月
仙  台  市

【資料３】

仙台市指針の特徴と今後の展開

• 仙台市の歴史や都市個性を踏ま
え、誰もが活躍できる持続可能な
社会の形成を重視した内容

• 庁内での施策推進や市民協働に
よるまちづくりの指針として浸透を
期待
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③ 安心して暮らせる共生のまちづくりを進める

◇ 一人一人にそれぞれのニーズや必要とする支援があり、力の発揮の仕方も違

うことから、持続的なダイバーシティまちづくりのためには、誰もがケアし、

ケアされる存在として、互いに支え合う視点が重要です。

◇多様性が尊重され、受け入れられる環境があり、地域への愛着を持ち安心で心

地よい居場所があると感じられるまちづくりを進め、多様性をより大きな力

に変えていきます。

◇ 市民協働※により、多様な人が受け入れられ、支え合える、さまざまな「居場

所」を地域の中に設け、ゆるやかなつながりと共生の目線を育みます。

多様性から生まれる好循環

ちがいが尊重される安心で
心地よい「居場所」では、創
造的な交流や建設的な対話
が生まれ、支え合いや協働
へと発展し、社会課題の解決
やイノベーション※の創出に
もつながります。

コラム：仙台発・とっておきの音楽祭

とっておきの音楽祭実行委員会SENDAI 提供

障害のある人もない人も一緒に音楽を楽しみ、
音楽のチカラで「心のバリアフリー」を目指す、
とっておきの音楽祭。 ２００１年に仙台で始まった
街角コンサートは、その後全国各地に広がりまし
た。「みんなちがって みんないい」を合言葉に、そ
れぞれのちがいを互いに認め合い、尊重すること
を大切にしています。

とっておきの音楽祭は、街中を舞台とすることで障害のある人もない人も自然と混じり
合い交流する場が生まれています。これは、バリアフリーサポートや手話通訳・文字通訳、
休憩スペースの提供などに多くの人々が関わり支援をすることで実現しているものです。
音楽の力で多様な個性が輝く楽都仙台らしい音楽祭は、市民同士が支え合いながら心
のつながりと共生の意識を育む、かけがえのない取り組みの１つとなっています。

図差し替え（修正中）

イカロスの墜落から修正
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仙台開府

慶長三陸地震津波※

慶長遣欧使節※派遣

仙台師範学校※内に女子師範学科を設置
婦人参政権の芽生え※

定禅寺通ケヤキ植栽

健康都市宣言※

広瀬川の清流を守る条例※

脱スパイクタイヤ運動※の拡大
（対策本部の発足・ピン抜きセンターの設置）

政令指定都市移行

ひとにやさしいまちづくり条例※

男女共同参画推進条例※

東日本大震災※

国連防災世界会議※

基本計画策定
（’21～’30年度）

防災ロール・モデル
都市※ （国連※認定）

市民協働元年※
（市民公益活動の促進に

関する条例※）

国連本部で
「仙台防災枠組」
中間評価を発表

OECDチャンピオン・メイヤー・
イニシアティブ※参画

ナノテラス※運用開始

OECD※でスマートシティ
施策を講演

MCR2030レジリエンス・ハブ※
（国連※認定）

東北大学が国際卓越研究大学※
第１号に認定

生活圏拡張運動※
（バリアフリーのまちづくり）

仙台医学専門学校※に留学生が入学
東北帝国大学※に女子学生が入学（国内初）

「挑戦を続ける、新たな杜の都へ
～“The Greenest City” SENDAI～」

国際的な注目や多様性が増す仙台

「仙台らしいダイバーシティまちづくり」の推進

▶世界を見据えて10年間（2021～2030年度）で
　実現を目指す
▶常に高みを目指していく姿勢を、「杜の都」と親和性の
　ある「Green」の最上級「Greenest」（造語）で表現

※「Green」に込めた意味と目指す都市の姿
　自然（杜の恵みと共に暮らすまちへ）
　心地よさ（多様性が社会を動かす共生のまちへ）
　成長（学びと実践の機会があふれるまちへ）
　進め!（創造性と可能性が開くまちへ）

仙台市戦災復興記念館　提供

2030
基本計画の

まちづくりの理念



仙台市ダイバーシティ推進指針の位置づけ
• 既存の実施計画や個別計画をダイバーシティの視点から「拡張」する
• 外国人住民の増加に向けた環境整備など喫緊の課題に対応する
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　本指針は、本市のさまざまな施策を検討・実施する際に盛り込むべきダイバーシティの視点等を取り
まとめるものであり、これにより、本市の実施計画※や各部局が策定する分野毎の個別計画等に掲げる
まちづくりの視点や施策の方向性を、ダイバーシティの観点から拡張するものです。
　指針策定直後から具体の事業に取り組みながら、基本計画※の期限である令和12年度（2030年度）
までに実施される実施計画※や個別計画等の改定において、推進指針の考え方を順次反映させていき
ます。こうした取り組みを積み重ね、令和13年度（2031年度）以降も、ダイバーシティの視点を基調とし
たまちづくりを推進していきます。

本指針の位置づけ3

R8
（2026）

R７年度
（2025年度）

R10
（2028）

R9
（2027）

R12
（2030）

R13
（2031）

R11
（2029）

●外国人住民の増加に向けた
　環境整備など喫緊の課題に
　対応
●実施計画や個別計画等を
　ダイバーシティの視点から
　拡張

●次期実施計画や次期個別計画等に、ダイバーシティ推進
　指針の考え方を順次反映

総合計画 総合計画

次期実施計画

次期個別計画等個別計画等

基本計画
（R3～R12年度）

基本計画
（R3～R12年度）

実施計画
（R6～R8年度） ダイバーシティ

推進指針
ダイバーシティ
推進指針

ダイバーシティの
視点がとけこんだ
まちづくりの推進

…ダイバーシティの視点が反映されている状態

ダイバーシティの
視点を拡張

ダイバーシティ推進指針の
考え方を反映

ダイバーシティ推進指針の
考え方を反映

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向

仙台市ダイバーシティ推進指針の「４つの視点」と「目指す方向性」
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視点 目指す方向性

①「ちがい」に配慮のある制度・
サービスをつくる

不利益をなくす

平等だけでなく公平な対応を意識する

②なくてはならない「ちがい」を
守る

「ちがい」への理解を進める

「ちがい」を尊重する

③「ちがい」から生まれる多様な

価値観や視点をまちの力に変
える

安心して「ちがい」を表現できる

対話・交流の場をつくる

掛け合わせによりイノベーションを生み出す

④共生のまちづくりに向けて

「まだ誰か取り残されていない
か？」と目を凝らす

実態を見える化する

無意識の思い込みに気づき固定観念を払拭する

安心して暮らせる共生のまちづくりを進める

共通

デジタルをはじめとしたさまざま
な技術を活用する

データに基づく現状分析と施策立案の循環を生み出す

市民の利便性向上と参加の促進を図る

新たな技術開発を進める

仙台市ダイバーシティ推進指針をもとに田村作成

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向



仙台市での「全庁的なダイバーシティの推進」にむけて

これらの視点をもとにそれぞれの部署で施策を点検し、下記の手順で
「PDCAサイクル」を回しながらダイバーシティを推進することが期待される

現状確認 情報開示 目標設定 改善活動
7
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とが重要です。さまざまな機会を通じ、多様性に触れ、理解するための取り組みを推進します。
▶ 本市の取り組みの発信等により、市民活動や企業活動におけるダイバーシティ推進の機運を醸成
します。民間の発想やスピード感をダイバーシティまちづくりに生かすため、積極的な官民連携によ
り地域全体で進めていきます。

4

基本的理念

取り組みの視点
　基本的理念を踏まえ、施策を検討・実施する際に考慮すべき視点として以下の4つを掲げ、共通する事
項として、デジタルをはじめとしたさまざまな技術の活用を位置づけます。

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向
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１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向

多様性を尊重することの意義や社会に
存在する様々な違いに関する理解が進む
よう、県と企業等による「ダイバーシティ
宣言」イベントを実施するとともに、啓発
動画やリーフレット等を作成します。
多様性尊重に関する事業者の取組を
後押しするよう企業向けセミナーを実施
します。
〔10,000千円・多様性社会推進課〕

令和６年度多様性が尊重され誰もが活躍できる社会の推進に向けた主な取組

＜普及啓発＞ ＜相談・支援＞

多様性尊重の普及啓発 困難な問題を抱える女性の支援

自ら解決できず、周囲にも相談が
できないまま困難な問題を抱えて
いる女性の自立を支援するため、
繁華街等における見回りを通じて、
支援の手があることの声かけを
行うとともに、支援が必要な女性に
対し、相談支援や安心・安全な居場所
の提供を行います。
 〔35,000千円・児童家庭課〕

男女共同参画の推進 LGBTQに関する相談の実施

一人ひとりが様々な違いがある個人として尊重され、誰もが参加し、
その人らしく活躍することができる社会の実現に向けて

県では、「千葉県多様性が尊重され誰もが活躍できる社会の形成の推進に関する条例」を令和６年１月に施行し、
県行政のあらゆる分野における取組を推進しています。

1

チーバくん

全般 性別

性別 SOGI※

※金額は令和6年度当初予算額、組織名は令和６年度の名称。

困難女性

居場所の提供
気軽に立ち寄れる場所
を提供します。

相談・面談
様々な悩み
を聞きます。

アウトリーチ
夜間の見回りや
声かけをします。

県 民間支援団体
委託

自
立

専門機関等につなぎます。

男女共同参画の機運を一層高めるため、広く県内企業経営者等
と県民を対象にシンポジウムや異業種交流会など啓発イベントを
実施するほか、仕事と家庭の両立支援
や女性の登用・ 職域拡大に向けて、
積極的、先進的な取組を行う企業等
を表彰し、その優良事例を様々な機会
を捉えて周知・展開していきます。
 〔10,468千円・多様性社会推進課〕

多様性尊重の意義や様々な違いについて
理解促進を図ります。

様々な事情により生きづらさを抱えている人に対して
相談対応や支援を行います。

令和５年６月に施行されたＬＧＢＴ理解増進法において、地方
自治体による相談体制の整備が求められており、当事者の方や
その家族、学校や職場などで当事者に接する方が抱えている
不安や悩みなどに寄り添えるよう、専門相談員が対応する相談
事業を実施します。
 〔1,334千円・多様性社会推進課〕

・電話相談（月２回程度予定）
・メール（随時受付） ※「SOGI」…性的指向（Sexual Orientation）、

性自認（Gender Identity）の頭文字を組み合わせた言葉。

千葉県「多様性尊重条例」の施行と取組の推進

• 千葉県では2024年１月１日に多様性尊重条例を施行。同年６月１６日には、「ちば
ダイバーシティ宣言」を行い、多様性尊重に関する普及啓発事業や庁内施策のとり
まとめ等を実施している

10



県立高校へのエレベーターの設置

＜環境整備・マッチング＞

障害のある生徒等が安心して学校生活を送ることができる
環境づくりを推進するため、
県立高校へのエレベーター設置
をリース方式により計画的に
進めます。
 〔36,000千円・教育施設課〕

中小企業における外国人材の活用の促進

県内中小企業の外国人材の円滑な受入れを支援するため、
外国人雇用に関するセミナーや合同企業説明会を開催します。
また、外国人留学生等を対象に、就労に向けた講座や県内
企業の職場見学会を行い、県内での就職・定着を促進します。
〔20,000千円・雇用労働課〕

2

令和６年度多様性が尊重され誰もが活躍できる社会の推進に向けた主な取組

障害

国籍

エレベーター設置の例（流山高校）

様々な人が活躍できる生活・
労働環境を整備します。

特別支援学校を活用したパラスポーツの普及促進

障害のある方が身近な地域でパラスポーツ
を体験できる機会を提供するため、 県立特別
支援学校の施設を活用し、パラスポーツ教室
を開催します。
 〔2,500千円・生涯スポーツ振興課〕

障害

パラバレーボール（座位）

県職員が働きやすい職場環境の整備

同性パートナーのいる職員について、法律婚や
事実婚の職員と同様に、結婚休暇や扶養手当等の
対象とします。 〔人事課〕

SOGI

外国籍の子供の日本語学習等の支援

＜人材育成＞

外国籍の子供が地域の一員として暮らし活躍できるよう、
義務教育年齢を超過した外国籍の子供を
対象に、高等学校への就学に求められる
日本語や教科等の指導を行う教室を運営
するＮＰＯ法人等に対し、経費の一部を
補助する制度を創設します。
 〔5,000千円・国際課〕

国籍

多様な立場の人がそれぞれの個性や能力を発揮し
活躍できるよう、育成します。

障害のある人の就労の促進

障害者と企業を対象に、就労意欲の醸成や障害者
雇用の理解促進、企業と障害者のマッチング、
就労後の職場定着まできめ細やかな支援を行う
ことで、障害者就労の促進を図ります。
 〔149,740千円・産業人材課〕
 

・企業向け・障害者向けの見学会、短期職場実習
・障害者雇用をサポートする企業支援員の配置 など

リカレント教育（学び直し）の推進

社会に求められる産業人材の育成につなげる
ため、生涯にわたり必要な知識を学び直す
リカレント教育を推進します。新たに開設する
「学びの総合窓口」では、オンライン相談等に
より、自身のキャリアの見つめ直し、スキルアップ等
を支援します。
 〔15,900千円・生涯学習課〕

障害

性別年齢

チーバくん

１．自治体による多様性配慮の施策推進の動向
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3

ダイバーシティまちづくりとは

（1） ダイバーシティの変遷
　日本におけるダイバーシティは、職場での「多様性」
配慮、とりわけ女性の活躍促進に注目される形で、
2000年代半ばから関心を集めてきました。ここでいう
「多様性」とは、性別や年齢、民族など、外から見えや
すい「表層のちがい」に着目してきましたが、近年は外
からは見えにくい価値観や経験といった「深層のちが
い」への配慮も含むようになり【右図】、さらにはちがい
に寛容な組織や社会を形成する取り組みもダイバー
シティ施策として捉えられるようになっています。

　ダイバーシティは組織における取り組みに加え、都市政策としても注目されています。2016年にOECD
（経済協力開発機構）※が立ち上げた「チャンピオン・メイヤー・イニシアティブ※」では都市レベルでの包摂
的な成長が掲げられ、2023年に高松市で開催されたG7都市大臣会合※においても多様で包摂的な都市
に関する議論が行われるなど、ダイバーシティの推進を都市の発展につなげようとする試みが進められて
います。

（2） 組織や社会におけるちがいの受け入れ方 
　組織や社会がちがいをどのように認識し、受け
入れるかを4つに分類したものが【右図】です。ちが
いを受け入れず他者を排除する組織や社会は「排
斥（Exclusion）」、いまある組織や社会をそのまま
にして少数者が多数者に合わせる考え方が「同化
（Assimilation）」です。また互いに変化せずに交流の
ない「すみ分け（Segregation）」が進む場合もありま
す。ダイバーシティとはこの図では右の上に位置する、
ちがいを尊重しながらより良い組織や社会をめざそ
うとする「共生（Inclusion）」の概念です。

　近年では、この4分類とは別に個々人の意識に着目し、多数者も少数者も安心して過ごすことができ、
組織や社会に愛着や居場所感を持てる「所属（Belonging）」の視点も注目されています。

2

さまざまなちがいの一例

組織や社会におけるちがいの受け入れ方

性別家族構成
民族

国籍

年齢

視点

経験

価値観

所属

障害

性的指向
ジェンダー
アイデン
ティティ※

信仰

深層

表層

多様性配慮で扱う施策の範囲と対象

• 多様性配慮で扱う「ちがい」は「デモグラフィー(表層の属性）」から
「イントラパーソナル（深層の属性）」へ、拡大している

12

• 施策の対象も「マイノリティ
のエンパワメント」から 「マ
ジョリティの意識改革」へ、
広がっている

• ちがいによる排除がない組
織や地域をめざすことが多
様性配慮であると再認識す
る必要がある

デモグラフィー

イントラパーソナル 仙台市ダイバーシティ推進指針 P.3

2．地域におけるダイバーシティ推進に求められる取り組み
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2．地域におけるダイバーシティ推進に求められる取り組み

私たちにはどんな「ちがい」があるのか？

言語

文化

習慣
宗教

信条（ベジタリアンなど）

戦争
災害

気候変動

経済状況
過疎・過密

エネルギー
食糧

通信・デジタル格差

経済（円安、インフレ）
キャッシュレス化

先天的な障害、疾病
アレルギー

性別・性的指向・性自認

体格
体力

事故・病気
出産・育児

家族構成の変化

一時的な状態変化
例）メガネを忘れた、
重い荷物を持っている

後天的な障害
慢性疾患

加齢による変化

家族の介護
孤立・孤独

これまで 現 在 これから

時間

空間

遠
い

近
い

知っておきたい分野別の取り組み①セクシャルマイノリティ（1）

• セクシャルマイノリティとは？
Ø 性的指向や性自認等における少数者。異性愛を前提とする社会や男性か女性
かで2分類する社会で制度上の不利益が生じたり、差別の対象となることがある

Ø セクシャルマイノリティの総称として「LGBT」「LGBTQ」と表現することもある
（Ｌ：レズビアン、Ｇ：ゲイ、Ｂ：バイセクシャル、Ｔ：トランスジェンダー、Ｑ：クエスチョニング）

• 世界におけるセクシャルマイノリティへの潮流
Ø アメリカで1960年代の公民権運動に触発され、ゲイやレズビアンコミュニティから
自らの存在や人権を主張する動きが生まれた

Ø 1969年6月にニューヨークのいわゆる「ゲイバー」を舞台に起きた事件を機に、
1970年代にかけて同性愛者らの権利獲得運動が加速。現在も毎年６月の最終
日曜日に世界中でパレードが開催されている

Ø 1980年代のHIVの流行とともにゲイへの偏見が生じたが、世界的にセクシャルマ
イノリティの人権に対する関心が広まるきっかけともなった

Ø 北欧や西欧では1990年代から同性婚を事実上認める国が増え、北米や南米で
も2000年代に入って法的に同性婚を認める国が増えている。2001年にオランダ
が初めて同性婚を法制化。アジアでは2019年の台湾が初。 2024年6月現在、38
の国・地域で同性婚が法的に認められている（認定NPO法人虹色ダイバーシティ調べ）

14

2．地域におけるダイバーシティ推進に求められる取り組み



知っておきたい分野別の取り組み①セクシャルマイノリティ（2）

15

• 日本でのセクシャルマイノリティ関連のこれまでの流れ
Ø セクシャルマイノリティが受ける不利益を是正する取り組みは、日本では2000年代以降に
急速に広まりをみせている

Ø 性同一性障害特例法（2003年）で、一定の要件により戸籍の性別変更が可能に
Ø 2015年に渋谷区が条例に基づく同性パートナーの宣誓制度を初めて実施。法的根拠には
ならないが、住宅の入居や入院時の保証人などで公的機関が示した証明書が意味を持つ
ことがある。2024年6月現在で459の自治体が制度を導入、7,351組が宣誓している（認定Ｎ
ＰＯ法人虹色ダイバーシティ調べ）

Ø 性的指向・ジェンダーアイデンティティ（性自認）の多様性に関する施策の推進に向けて、基
本理念や、国・地方公共団体の役割を定めたLGBT理解増進法（性的指向及びジェンダーアイデン
ティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律）が2023年6月に成立

• セクシャルマイノリティ分野の近年のキーワード
Ø パートナーシップ制度：同性婚が法的に認められていない国で、自治体等が同性婚と同様
の権利を認めるもの

Ø カミングアウト・アウティング：セクシャルマイノリティ等が自らで当事者あることなどを公言
することを「カミングアウト」、ある人が本人の了解なしに他者や公に暴露する行動のことを
「アウティング」という。三重県がアウティングを禁止する初めて条例を施行（2021年4月）

Ø フレンドリー企業：セクシャルマイノリティの採用や、顧客サービスで配慮することを宣言し
た企業。日本でも結婚式場やホテル、レストランなどが宣言し、セクシャルマイノリティの支
持を得ている

2．地域におけるダイバーシティ推進に求められる取り組み

全国の外国人住民の総数は約385万人
• 在留外国人数約377万人（2024年末）＋非正規滞在者約7.5万人（2025年1月）

「5つの多様化」が進展
① 国籍の多様化

Ø 国籍が異なると、言語だけでなく文化、習慣、法制度もさまざま

② 在留資格の多様化
Ø 在留資格によって日本でできる活動や受けられる権利が異なる

③ 年代・世代の多様化
Ø 3世代前から日本で暮らす世帯も、昨日来たばかりの世帯も「外国人」
Ø 家族呼び寄せや本人の高齢化により、福祉ニーズの多様化も進展

④ 居住地域の多様化

Ø 一部の製造業が盛んな地域への「集住型」から、地方の小規模工場や建設・
介護など内需型産業で就労する「散住型」へ

⑤ 経済状況の多様化
Ø 同じ国籍・在留資格でも、裕福な世帯と困窮する世帯がある

知っておきたい分野別の取り組み②多文化共生（1）

16
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国籍別在留外国人数の年次推移
• 「ベトナム」「ネパール」「インドネシア」が急増、多国籍化が顕著に

各年末現在、法務省統計を元に田村作成
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2．地域におけるダイバーシティ推進に求められる取り組み

• 日本における近年の外国人受入れ
Ø 80年代後半のバブル景気で外国人受入れ議論が活発化し、政府は1990年の改正
入管法施行で日系人の受入れ、1993年に研修生（現在は「技能実習生」）制度を開
始し、労働者としてではない「例外的な外国人受入れ」を拡大した

Ø 政府としての支援策は整備しないまま外国人住民が増え、自治体や国際交流協会、
地域住民が日本語教育や生活相談などを独自に実施することとなった

Ø リーマンショックでいったん下火になったが、労働力不足だけでなく、地域の持続可能
性の観点からも外国人受け入れを求める声が高まり、2018年6月に外国人労働者の
受入れを、同年7月に受け入れたあとの環境整備を、それぞれ閣議決定した

Ø 新たな閣議決定を受け、政府は「外国人材受入れ・共生のための総合的対応策」の
策定（18年末〜）や在留資格「特定技能」の新設（2019年4月）、「外国人との共生社
会の実現のためのロードマップ」の策定（2022年6月）などを推進している

• 自治体施策としての多文化共生と外国人住民への処遇
Ø 外国人集住都市会議などの要望を踏まえ、総務省は地方交付税の交付措置や研究
会による「多文化共生推進プラン」の策定等を推進（2005年度〜）

Ø 2012年7月の改正入管法および改正住基法の施行で、外国人も住基台帳に登録す
ることとなった

Ø 「総合的対応策」や「ロードマップ」に掲出された各省庁の施策を見据え、自治体には
地域のニーズに添った外国人との共生施策推進が求められている

知っておきたい分野別の取り組み②多文化共生（2）
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令和６年度地域における多文化共生推進状況等調査について（②計画・指針策定の状況）

● 多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況（令和６年４月１日現在）

2

47 ( 100% ) 20 ( 100% ) 611 ( 79% ) 23 ( 100% ) 265 ( 36% ) 29 ( 16% ) 995 ( 56% )

1.多文化共生に関する
指針・計画を単独で策定
している

23 ( 49% ) 10 ( 50% ) 121 ( 16% ) 11 ( 48% ) 6 ( 1% ) 0 ( 0% ) 171 ( 10% )

2.国際化施策一般に関する
指針・計画の中で、多文化
共生施策を含めている

14 ( 30% ) 5 ( 25% ) 49 ( 6% ) 1 ( 4% ) 6 ( 1% ) 0 ( 0% ) 75 ( 4% )

3.総合計画の中で、
多文化共生施策を含めている 10 ( 21% ) 5 ( 25% ) 441 ( 57% ) 11 ( 48% ) 253 ( 34% ) 29 ( 16% ) 749 ( 42% )

0 ( 0% ) 0 ( 0% ) 161 ( 21% ) 0 ( 0% ) 478 ( 64% ) 154 ( 84% ) 793 ( 44% )

4.策定していないが、
今後策定の予定がある 0 ( 0% ) 0 ( 0% ) 12 ( 2% ) 0 ( 0% ) 4 ( 1% ) 0 ( 0% ) 16 ( 1% )

5.策定しておらず、
今後策定の予定もない 0 ( 0% ) 0 ( 0% ) 149 ( 19% ) 0 ( 0% ) 474 ( 64% ) 154 ( 84% ) 777 ( 43% )

47 ( 100% ) 20 ( 100% ) 772 ( 100% ) 23 ( 100% ) 743 ( 100% ) 183 ( 100% ) 1788 ( 100% )

策定している

策定していない

計

（団体数、％）

回答 都道府県 指定都市 市
（指定都市除く） 区 町 村 計

19

企業における外国人受入れも二極化が進展
• 外国人を雇用したことのある企業・受入れ予定の企業と、今後も予定なしと
回答する企業とに二分される

• 人手不足が深刻な中小企業で受入れがない状況

24.6%

26.6%

23.1%

4.5%

6.2%

4.8%

22.5%

24.1%

17.8%

48.4%

42.2%

50.9%

0.9%

3.4%

2024年

2023年

2022年

ある（既に受⼊れている） ある（今後受⼊れる予定） 受⼊れるか検討中 ない 無回答

【全体】 n＝2,392 ※2022年調査期間:2022年7⽉19⽇〜8⽉10⽇ / 2023年調査期間:2023年７⽉18⽇〜８⽉10⽇

既に受け⼊れている＋受⼊れる予定＋検討中 合計︓51.6％

合計︓56.9％

13.3%

25.9%

43.0%

51.7%

3.6%

5.3%

3.6%

9.0%

22.6%

22.9%

22.7%

15.7%

60.5%

45.9%

30.7%

23.6%

20⼈以下

21〜100⼈

101〜300⼈

301⼈以上

【従業員規模別】 n=2,392

受け⼊れる予定＋検討中 合計︓26.2％

日本商工会議所・東京商工会議所『人手不足の状況および多様な人材の 活躍等に関する調査」 調査結果』（2024年9月5日）より 20
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ちがいに配慮のあるコミュニケーションについて

コミュニケーションの「ズレ」を埋めるには、対象者の参画が必要

提供者

対象者 必要！必要でない！

必要でない！

必要！

対象者側にいる人が提供者側にも参加しないと
ニーズに合った情報提供やコミュニケーションは難しい
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